西川町AED設置事業補助金交付要綱
　(目的)
第１条　この要綱は、本町の区域が広範囲であることに鑑み、不特定多数の町民の利用に
供する自動体外式除細動器（以下、「AED」という。）を施設に設置する事業（以下、「事業」という。）を推進することにより、町内の地域における緊急な事態への体制の確保を図ることを目的とする。
　(補助事業者)
第２条　この要綱により、補助金の交付を受けることができる者（以下、「補助事業者」という。）は、次の各号に掲げる条件を満たすものとする。
　　(1)　AEDの使用に関する救急法講習を修了した者がいる等AEDの適切な使用ができること。
　　(2)　その他町長が地域の救命率向上に必要と認めるもの。
２　前項の規定にかかわらず、補助金の交付対象となる事業が次の各号のいずれかに該当するときは、補助対象としない。
　　(1)　営利を目的としているとき。
　　(2)　政治活動又は宗教活動を目的としているとき。
　　(3)　本事業以外の補助等を受けている場合。
　　(4)　その他不適当な場合。

　
(補助対象経費)

第３条　補助金の対象となる経費（以下、「補助対象経費」という。）、補助限度額及び補助限度台数は別表のとおりとし、予算の範囲内で町長が定める額を限度として交付するものとする。
　(交付の申請）

第４条　補助金の交付を受けようとする補助事業者は、町長に対し補助金交付申請書（別記様式第1号）に次に掲げる書類を添えて提出するものとする。

　　(1)　見積書
　　(2)　対象AEDの形状、規格等が確認できるカタログ、仕様書等
　　(3)　位置図及び設置場所のわかる平面図
　　(4)　その他町長が必要と認める書類
　(交付の決定通知)

第５条　町長は、補助金の交付申請があったときは、必要な審査を行い、交付又は不交付を決定した時は、補助金交付（不交付）決定通知書（別記様式第2号）により通知するものとする。
　(交付の条件)

第６条　この補助金の交付の決定には、次の各号の条件を付すものとする。
(1)　AEDの設置に際し、適切な設置場所を確保しなければならない。

　　(2)　緊急時にAEDを使用できるよう日常点検を実施し、消耗品の交換など適正な管理をしなければならない。
(3)　点検責任者を配置しなければならない。

　　(4)　施設の主な出入り口にAED設置の表示をするとともに、AED設置情報を公開しなければならない。

　　(5)　救急法講習を受講している又は受講する者がいなければならない。
　　(6)　補助金の交付を受けたAEDを滅失又は移譲する場合、町長に届出をしなければならない。
　　(7)　この条例に定めるもののほか、西川町補助金等の適正化に関する規則(昭和40年10月町規則第2号)によるものとする。
　(申請事項の変更等)
第７条　第５条の規定による通知を受けた補助事業者は、申請書に記載した事項を変更しようとするときは、補助事業変更申請書（別記様式第3号）によりその旨を町長に申請し、その承認を受けなければならない。
２　町長は、前項の申請があった場合において必要と認めるときは、補助金の交付の決定を取り消し、又は補助金の交付決定額を変更するものとし、補助金交付決定変更通知書（別記様式第4号）により通知するものとする。
　(実績報告)

第８条　補助事業者は、補助事業が完了したときは、速やかに実績報告書（別記様式第5号）並びに補助金交付請求書（別記様式第6号）に、次に掲げる書類を添えて、町長に提出するものとする。

　　(1)　AED設置に係る領収書及び内訳書の写し
　　(2)　写真（設置状況の確認ができるもの）
　　(3)　その他町長が必要と認める書類
　
(補助金の交付等)

第９条　町長は、前条の規定による実績報告書の提出があったときは、書類審査等を行ったうえ、補助金額を確定し、その旨を補助金確定通知書（別記様式第7号）により補助事業者に通知し交付するものとする。
２　町長は、書類審査にあたり、前条各号に掲げる書類のほか必要な書類の提出を求め、又は調査を行うことができる。
(補助金の返還)

第10条　町長は、補助金の交付を受けたものが次の各号のいずれかに該当するときは、
補助金の交付を取り消し、既に交付した補助金の全部若しくは一部を返還させることができる。
　　(1)　事業の全部又は一部を中止したとき。
　(2)　虚偽の申請その他不正な行為により補助金を受けたとき。
　
(その他)

第11条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、町長が別に定める。
　　　附　則
(執行期日)
１　この要綱は、平成26年４月１日から施行する。
別表
	補助対象経費
	　必要付属品および取り付け工事（業者に設置を依頼する場合の限る）を含むAEDの初回設置費用とする。
　また保守点検、修繕、滅失、買い替え及び付属品の更新等に係る経費は対象外とする。

	補助限度額
	　補助対象経費の２分の１以内とし、１３５，０００円を限度とする。

	補助限度台数
	　１団体１台とする。


　（備考）　補助金の交付額に１，０００円未満の端数が生じる場合は、これを切り捨てるものとする。
